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１．麦・大豆生産の現状と課題及び課題解決に向けた取組方針

※ 麦・大豆生産における課題（湿害対策、適期播種、土づくり、連作障害対策等の必要性等）を具体的に記載すること。
※ 課題解決に向けて取り組む内容及び今後の生産拡大に向けた方針を具体的に記載すること。

（１）現状と課題

① 現状

たつの市は水田面積2.450haを有する田園地帯である。ほとんどが水稲中心の農業であったが、平成１５年頃より地元醤油メーカーの要望に

より、地元産の高たんぱく小麦、高たんぱく大豆の試作が始まり、たつの市集落営農連絡協議会を中心に作付けが始まる。県、市、JA,実需者が

技術を研究し何度も、試作試験を繰り返し軌道に乗せることができた。

② 課題

・圃場が粘土質のため排水対策が必要

・大豆生産は播種時には梅雨と重なり晴れ間の短時間作業が要求される。

・近年の獣害による被害

・雑草アサガオ対策

・日照時間の短い時期に収穫のため収穫コンバインが多く必要

・病害虫対策

（２）課題解決に向けた取り組み

・排水対策 小麦作跡地に大豆を作付けるため小麦作付けに使用した徹底した排水機能を使用する。

・播種、収穫の短時間化 播種機、コンバインを増やして対応する。

・獣害 電柵等を設置する。

・アサガオ対策 西日本農研機構の指導の下アサガオ撲滅暦を作成し、研修する。

・病害虫対策 乗用管理機で８月下旬、９月上中旬、９月中下旬の年３回行っているが、ドローンを導入し、従業員４名にドローン研修を受講

させドローンオペレーターを確保することにより、短時間により広い面積を防除できるようになる。

・小規模な農地については、効率的に耕作できるよう団地化に向け社内で話し合う。



２．産地と実需者との連携方針

１ 産地の大豆の取扱量

２ 出荷先等

【取組方針】
需要に応じた品種転換を行う。

※ 産地と実需者については具体的な名称を記載すること。
※ 麦の実需者は、麦を原料とした加工品等の製造を業とする者（製粉会社、製パン会社、製麺会社等）とする。
※ 大豆の実需者は、大豆を原料とした加工品等の製造を業とする者、大豆の販売を業とする者及びこれらの者が組織する法人その他の団体とする。
なお、販売を業とする者を実需者とする場合は、その者が販売する先（最終実需者）について、代表的な者の名称を記載すること。

※ 産地と実需者それぞれの国産麦・大豆取扱量の現状とおおむねの目標値を記載すること。

※現状（R5年度）のたつひめ及びその他品種については、試験栽培であるため作付面積のみ記載。

現状
（R５年度）

目標
（R８年度）

現状
（R５年度）

目標
（R８年度）

現状
（R５年度）

目標
（R８年度）

たつまろ 38.09 - 169 - 67,769 -

たつひめ 1.86 45.97 - 190 - 86,640

その他 0.14 - - - - -

品目名 品種 産地名

作付面積（ha） 単収（kg/10a） 生産量（kg）

大豆 たつの市

たつまろ 67,769kg -

たつひめ - 86,640kg
(株)A 醤油

用途出荷先 全農の卸先 最終実需者

JA全農兵庫 (株)B

品種
現状

（R５年度）
目標

（R８年度）



※ 産地と実需者との連携について、図等を用いて明示すること。
※ 取組の中心となる農業者等を必ず位置付けること。

３．麦・大豆の国産化に向けた推進体制及び各関係者の役割
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